
様式第１号
番　　　号
年　月　日


総務大臣　　殿



地方公共団体の長　　印　　


（元号）　　年度特定地域づくり事業推進交付金交付申請書


  （元号）　　年度特定地域づくり事業推進交付金に係る事業を下記のとおり実施したいので、これに要する経費として、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第５条の規定により、関係書類を添えて申請します。


記


    １　交付金申請額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円也


    ２　交付金所要額調書（別紙１）


　　３　支出予定額内訳書（別紙２）


　　４　その他参考となる関係書類
        特定地域づくり事業協同組合の当該事業年度の収支予算書、事業計画書、特定地域づくり事業協同組合の認定等に係る市町村の長の意見書、定款、役員名簿、組合員名簿、地方公共団体の特定地域づくり事業協同組合に対する補助金等の交付規則（又は交付要綱）等

　　　※　収支予算書、事業計画書、特定地域づくり事業協同組合の認定等に係る市町村の長の意見書については、特定地域づくり事業協同組合の認定申請時又は毎年度の報告時に都道府県知事に提出するものと同様の書類を提出

様式第２号
番　　　号
年　月　日


総務大臣　　殿



地方公共団体の長　　印　


 （元号）年度特定地域づくり事業推進交付金変更交付申請書


[bookmark: _GoBack]　（元号）　　年　　月　　日総務省発　　第　号をもって交付の決定を受けた標記
交付金について、下記のとおり交付金の変更の交付決定を受けたいので、特定地域づくり事業推進交付金交付要綱第７条の規定により、関係書類を添えて提出します。


記


　　１　交付金変更後申請額　　　金　　　　　　　円也
　　　　　（当初申請額　　　　金　　　　　　　円也）


    ２　変更を受けようとする理由


    ３　交付金所要額変更調書（別紙１）



　　４　支出予定額変更内訳書（別紙２）

様式第３号
総務省発　　第　号
（元号）　　年　　月　　日

地方公共団体の長 　殿

総務大臣　印

　　（元号）　　年度特定地域づくり事業推進交付金交付決定通知書

　（元号）　　年　　月　　日　　　第　号で申請のあった（元号）　　年度特定地域づくり事業推進事業交付金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号。以下「適正化法」という。）第６条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決定したので、適正化法第８条の規定により通知します。

記

１ 交付金の交付対象となる事業（以下「事業」という。）は、特定地域づくり事業推進交付金交付要綱第３条に定める事業であり、その内容は、（元号）　年　月　日　　第　号による交付申請書（以下「申請書」という。）のとおりとする。
      
２　事業に要する経費及び交付金の額は、次のとおりとする。ただし、事業の内容が変更された場合において、事業に要する経費又は交付金の額が変更されるときには、別に通知するところによるものとする。

事業に要する経費　　　　金　　　　　　　　円也

交付金の額　　　　金　　　　　　　　円也

３  事業に要する経費の配分及びこれに対応する交付金の額の区分は、申請書の（別紙１）「交付金所要額調書」のとおりとする。

４  交付条件は、次のとおりとする。
（1）  事業を行う者は、この交付金に係る法令及び交付要綱に従わなければならない。
（2）　交付金の額の確定は、交付要綱第５条に定める交付額の算定方法によるものとする。
  （3）　この交付の決定の内容又は条件に不服がある場合における適正化法第９条第１項の規定による申請の取下げをすることができる期限は、（元号）　　年　　月　　日とする。

（注）　政治資金規正法第22条の３第１項の規定により、国から一定の補助金等（試験研究、調査又は災害復旧に係るものその他性質上利益を伴わない補助金等は寄附制限の例外）の交付の決定を受けた会社その他の法人は、当該補助金等の交付の決定の通知を受けた日から一年間、政治活動に関する寄附をすることができないこととされている。

　　　特定地域づくり事業推進交付金は、上記の寄附制限の例外（試験研究、調査又は災害復旧に係るものその他性質上利益を伴わないもの）には該当しないおそれがある。

様式第４号
番　　　号
年　月　日


総務大臣　　殿


地方公共団体の長　　印　　


（元号）　　年度特定地域づくり事業推進交付金事業中止（廃止）承認申請書


  （元号）　　年　　月　　日総務省発　　第　号をもって交付の決定を受けた標記交付金について事業を下記のとおり中止（廃止）したいので、特定地域づくり事業推進交付金交付要綱第９条第２項の規定により、承認されるよう申請します。

記


１　中止予定期間（廃止予定年月日）


２　中止（廃止）しようとするに至った理由


３　中止（廃止）後の措置


４　添付書類


様式第５号
番　　　号
年　月　日


総務大臣　　殿


地方公共団体の長　　印　　


（元号）　　年度特定地域づくり事業推進交付金事業実績報告書　　　　　　　　　　　


  （元号）　　年　　月　　日総務省発　　第　号をもって交付の決定を受けた標記事業の実績を、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第14条の規定により、下記のとおり関係書類を添えて報告します。

記

１　交付金事業実績報告額　　　　金　　　　　　　　　円


２　交付金事業実績報告調書（別紙１）


３　支出済額内訳書（別紙２）


４　その他参考となる関係書類
　特定地域づくり事業協同組合の当該事業年度の収支決算（見込）書、事業報告書、職員の業務報告書及び地方公共団体の特定地域づくり事業協同組合に対する補助金等確定通知書（写）等
※　収支決算（見込）書、事業報告書は特定地域づくり事業協同組合の毎年度の報告時に都道府県知事に提出するものと同様のものを提出

様式第６号
総務省発　　第　号
（元号）　　年　　月　　日

地方公共団体の長 　殿

総務大臣　印


（元号）　　年度特定地域づくり事業推進交付金確定通知書


　（元号）　　年　　月　　日総務省発　　第　号で交付決定した（元号）　　年度特定地域づくり事業推進交付金については、（元号）　　年　　月　　日　　第　号をもって提出のあった事業実績報告書に基づき、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条の規定により、下記のとおり交付金の額を確定したので通知します。


記


　　　　確定額　　　　　金　　　　　　　円也


 様式第７号
総務省発　　第　　号
（元号）　　年　　月　　日

地方公共団体の長 　殿

総務大臣　印

（元号）　　年度特定地域づくり事業推進交付金確定通知及び返還命令書

　（元号）　　年　　月　　日総務省発　　第　号で交付決定した（元号）　　年度特定地域づくり事業推進交付金については、（元号）　　年　　月　　日　　第　号をもって提出のあった事業実績報告書に基づき、下記のとおり交付金の額を確定したので通知します。
　なお、この確定額を超えて既に交付されている交付金については、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第18条第２項の規定により、（元号）　　年　　月　　日までに返還することを命じます。

記

確定額　　　　　金　　　　　　　　　円也

返還額　　　　　金　　　　　　　　　円也


様式第８号

番 　　　号                                                         年　月　日

総務大臣　殿

地方公共団体の長　　　印

（元号）　　年度特定地域づくり事業推進交付金に係る消費税額の確定に伴う報告書

  特定地域づくり事業推進交付金交付要綱第14条第１項に基づき、下記のとおり報告します。

記

１　補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）第15条に基づく確定額又は事業実績報告額

　　　金　　　　　　　　　　円

２　消費税額の申告により確定した消費税仕入控除税額
（要交付金返還相当額）

      金　　　　　　　　　　円

３　添付書類
　　　記載内容を確認するための書類（確定申告書の写し、課税売上割合等が把握できる資料、特定収入の割合を確認できる資料）を添付する。

